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は じ め に

アメリカ国防総省は，「原価計算基準審議会（Cost Accounting Standards Board :

CASB）」の活動が始まる１９７１年の指針５０００．１により，ライフサイクル・コ

スティングによる主要な国防システムの取得を要求した。現在の指針５０００．１

は，『５０００モデル』と呼ばれる国防取得マネジメント・システムにおいてライ

フサイクル・コスティングだけでなく，トータル・システム性能を最適にし，

オーナーシップ・コストを最小にするためのシステム・マネジメントの採用を

要求している。

本稿では，国防総省において制度として機能するライフサイクル・コスティ

ングを国防総省モデルと呼び，このモデルの半世紀の進化を生成，形成，発

展，深化そして展開という仮説に基づいて考察する。このモデルにおいて最初

に定義される『ライフサイクル・コスティングとは，調達物品などの契約にお

いて，取得価格および所有により発生する運用コストと保全コストなどを考慮

して調達する，あるいは，取得する方法である１）』。このモデルは，現在では，

法律などを基盤とするライフサイクル・コスティング取得制度として機能して

いるのである。なお，アメリカの他の行政機関を含むライフサイクル・コス

ティングの展開は，図１にまとめられる。



会計検査局（General Accounting Office）
1929 年：トータル・コストの考慮を支持する判定

国防総省（陸・海・空軍）　　軍需物資
1947 年：国防備品調達法　　軍事施設・システム

連邦政府調達庁（General Services Administration）
連邦政府補給局（Federal Supply Service）
消費者用製品（ルーム・エアコン，ウォーターヒーター，冷蔵庫など）

商務省・国家標準局　　1973 年：実験的技術インセンティブズ・プログラム
（Experimental Technology Incentives Program）
消費者用製品（ルーム・エアコン，ウォーターヒーター，冷蔵庫など）

エネルギー省　　1975 年：エネルギー政策と節減法
1977 年：カーター大統領令「エネルギー政策と管理に関する Executive 
Order 12003」に基づく「エネルギー・マネジメント・プログラム」
1978 年：国家エネルギー節減政策法
建物，建物に付属する物品（ソーラー温水器システム）

州政府と地方政府：ハイウェイの建設と公共用輸送車両の調達
1964 年：The Urban Mass Transportation Act
1978 年：The Surface Transportation Assistant Act
1982 年：議会によるLCCに基づく調達の命令

NASA：1989 年：System Accounting Model（SAM）
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� ライフサイクル・コスティング制度研究のフレームワーク

調達制度あるいは取得制度としてのアメリカ国防総省モデル研究のフレーム

ワークは，図２にまとめられる。

ライフサイクル・コスティングを適用する品目の選択は，図３のプロセスに

従って行われる。

国防総省だけでなく，アメリカ行政機関は，図４のプロセスに従って物品な

どの取得を行っている。

図１ ライフサイクル・コスティングの展開
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１．調達する品目

２．品目を集中的に購入するか
　　仕事が集中的に決定されているか

３．品目は競争入札による調達ができるか

４．品目について性能の仕様が含まれているか。
　　最低の性能パラメータを規定し，かつ実証することができるか。

５．調達する品目の現在あるいは予想使用寿命がその品目を使う
　　兵器システムの計画在庫試用期間と同等あるいは少ないか

６．２．２節に記した含まれる品目に該当し，かつ除外品目ではない

７．LCCコスト有効度があるか

８．適切なデータが入手可能か ８Ａ．指定時間内にデータ
　　　収集ができるか。

９．必要な期間に確実に間に合うため
　　に十分なリードタイムがあるか

９Ａ．次期購入に
　　　対する調査
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10．LCCによる調達に必要なすべての行動完了

11．その品目は初期
　　LCC適用の見込が
　　ある候補ではない

図３ 品目選択決定チャート２）

図２ ライフサイクル・コスティング制度研究のフレームワーク
－ステークホルダーの関係を視野に入れて－
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補給コストの明確化
主な特性の差異

補給コストへの影響

補給コストへの影響 特命案
の廃棄価格競争

案の廃棄
価格は，上記差異＋業者選定コストを

考えに入れても低いか

補給コスト分析の出費は認められるか？

価格＋補給コストは，補給コスト上の利益＋業者
選定コスト＋分析費用を考えに入れても低いか

なし
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� ライフサイクル・コスティングの形成

－ライフサイクル・コスト・モデルの形成－

７０年代のモデルには，２種類の形態が認められる。

ここからは，国防総省モデルを研究する。

１．ハードウェア・コスト・モデル

１９７０年の調達指針は，完全な兵器システム・レベル以下のハードウェアの

調達にライフサイクル・コスティングを適用して，その品目の取得・運用・保

全などのコスト総額が最小のものを購入する方法を示している。このモデルの

目的は，以下に示すライフサイクル・コスト総額をコントロールすることにあ

る。４）

図４ 調達方法決定のプロセス３）
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入札企業 A B C D E F

取得コスト ２，５９５，７２２ ３，８４８，５７５ ２，８６５，１２７ ３，４８１，７５９ ４，０２２，０８８ ２，６１１，３９４

初期コスト １６，７６３ １８，３３２ １９，５６６ ２３，２１６ ２１，７８９ １９，２１３

定期コスト １，１９９，９３０ ８９８，９３２ １，００９，３５５ １，０４９，０９７ ８９７，０６２ １，０９６，３８１

LCC ３，８１２，４１６ ４，７６５，８４０ ３，８９４，０４９ ４，４５４，０７３ ４，９４０，９４１ ３，７２６，９８９

LCC＝ A＋ I ＋ R
LCC＝ライフサイクル・コスト総額（現在価値で表現される）
A＝取得コスト
I＝初期のロジスティクス・コスト
R＝定期的に発生するコスト

LCC：ライフサイクル・コスト総額は現在価値で表現される。この例では，まるめの誤差が
出ている。

出所：U. S. Department of Defense.（１９７０.）DOD Guide LCC-2, Casebook-Life Cycle Costing in
EquipmentProcurement. pp.１－１２

図５ ライフサイクル・コストの計算

ライフサイクル・コスト総額（LCC：現在価値で表現される）＝取得コス

ト（A）＋初期のロジスティクス・コスト（I）＋定期的に発生するコスト（R）

２．システム・コスト・モデル

１９７３年の調達指針は，システム・レベルの取得を示している。システムの

ライフサイクル・コストとは，政府が当該システムを取得し，所有するための

コスト総額である。このモデルのライフサイクル・コストには，開発・取得・

運用・支援コストおよび廃棄コストなどが含まれる。５）このモデルの特質は，シ

ステムのライフサイクルを段階別に区分し，各段階で発生するコストを計算対

象とする。ただ，ここで紹介する計算例では，この点が明示されていない。

軍需品調達に利用するライフサイクル・コスト・モデルが形成され，契約企

業もライフサイクル・コスティングに必要な専門技術を開発した。この時代に

は，契約企業のデータの正確性と信頼性およびライフサイクル・コステイング

方法論などについての課題，見積りの保証に対する契約企業の抵抗などの問題

が指摘されている。６）

ライフサイクル・コスティング制度の研究 ５７



� ライフサイクル・コスティングの発展－ライフサイクル・

コスト調達モデル（Procurement Model）への発展－

８０年代以後，ライフサイクル・コスティングを基礎とする調達制度は，

「Code of Federal Regulations」，「アメリカ連邦政府取得規則（Federal Acquisition

Regulation ２００１年版）」，「国防総省規則補足（Defense Federal Acquisition

Regulation Supplement）」，「国防契約監査庁規則（Defense Contract Audit Agency

マニュアル，２００４年版）」，「Office of Management and Budgetの発行する

Circular A-９４ Guidelines and Discount Rates for Benefit-Cost Analysis of Federal

Programs（２００２年版）（ライフサイクル・コスティングにおいて使用される割

引率を規定する）」などの法律を基盤とする調達制度として遂行される。７）

１．海軍省のマテリアル調達モデル

－ライフサイクル・コスティングの方法の例８）－

海軍省のライフサイクル・コスティングは，以下の手順に従って遂行され

一機当たりの乗務員 年間のコスト

パイロット（軍人） ＄２５，０００

副操縦士（軍人） ＄２２，０００

地上サービス員 年間のコスト

一機当たりの誘導係（軍人） ＄１５，５００

一機当たりの案内係（民間人） ＄１０，５００

一機当たりの年間運用人員コスト総額 ＄７３，０００

１０年間の運用人員コスト総額＝１００機×＄７３，０００＝７，３００，０００ドル

この例では，割引率＝１０％を仮定し，国防総省が独自に指定する割引係数を使用し，１０年
間のライフサイクル運用人員コスト総額も計算されている。LCC-３（１９７３年）：PP.Ⅰ－１６－
Ⅰ－１８。

図６ システム・コスト・モデル：兵員輸送用ヘリコプター１００機を１０年間運用する
運用人員コストの計算例
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①目標の決定 ②仮定の定義 ③コスト・エレメ
ントの選択

結果の提示

システム・トレードオフ評価
システム効果性の結果 コスト効果性分析

意思決定

④コスト見積り
関係の選択

⑤データの収集 ⑦感度分析の
遂行

⑥コスト・エレメ
ントの見積り

出所：MIL-HDBK-２７６-１（MC）（１９８４）p.４６

図７ アメリカ海軍のライフサイクル・コスティングの方法

る。このモデルにおいても，マテリアル・ライフサイクルの各段階別のコスト

が明確に示されていない。

この概念図によれば，海軍省のライフサイクル・コスティングは，以下の手

順に従って行われる。

�ライフサイクル・コスト見積り目標の決定 �仮定の定義 �コスト・エ

レメントの選択 �コスト見積り関係の選択 �必要となる各種のデータの収

集 �必要なデータの収集，評価の後，関連するコスト見積り関係式の利用に

より，コストの見積りを得る �感度分析とトレードオフ分析の遂行 	コス

ト見積り結果の提示：分析から得られる結果を適切に文書化する。

２．個別プログラム・ライフサイクル・コスト・モデル９）

９０年代では，マテリアル（兵器）システムのライフサイクル・コスト・モ

ライフサイクル・コスティング制度の研究 ５９



ライフサイクル・コスト

処分コスト

投資コスト
研究および
開発コスト

概念調査／
定義段階

運用および支援コスト

運用および支援段階

製造および配備段階

エンジニアリング／製造開発段階

実証／承認段階

処分段階

出所：U. S. DOD., Operating and Support Cost-Estimating Guide（１９９２）p.２－２

図８ プログラム・ライフサイクル・コストの説明

デルだけでなく，個別プログラムのライフサイクル・コスト・モデルが整備さ

れ，プログラム予算の編成に重要なライフサイクル・コスト情報が求められ

た。例えば，図表３に示すプログラム・ライフサイクル・コスト・モデルが構

築されるとする。このモデルにおけるライフサイクル・コストは，研究および

開発コスト，投資コスト，運用および支援コストそして処分コストなどで構成

される。そしてこれらのコストは，予算編成のために見積られる。このモデル

においては，プログラム・ライフサイクルの各段階別のコストが明確に認識さ

れている。

３．ライフサイクル・コスティングの基礎をなす諸概念１０）

モデルの進化のプロセスにおいてライフサイクル・コスティングの基礎をな

す多様な諸概念が開発された。代表的なものとして，以下を提示できる。

�ワーク・ブレークダウン構造（Work Breakdown Structure : WBS作業明細

構造）：製品指向型の系統図であるワーク・ブレークダウン構造は，製品
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のエンジニアリング・データを会計構造に転換するための方法として，あ

るいは，調達する政府のプログラム構造，予算構造あるいは会計構造とし

て利用される。

�デザイン・ツー・コスト（Design To Cost : DTC）：コスト効果的な兵器シ

ステムは，コスト，性能，スケジュールおよび支援性目標などが最適に均

衡することにより達成される。デザイン・ツー・コストは，この目標を達

成するコスト・コントロール方法である。

�運用コストおよび支援コストの見積り方法：運用コストおよび支援コスト

の見積りは，特定の条件に基づく防衛システムにより発生するコストに焦

点を当てる。

�修理分析の水準（Level Of Repair Analysis : LORA）：経済性と非経済性を

評価して，最も効果的な修理および支援構造を決定する。

�ライフサイクル・コストの見積り方法のパラメトリック法：この方法は，

対象とする品目の性能あるいは物理的特性とコストの関係を分析し，コス

トを見積る方法である。その中心が，コスト見積り関係（Cost Estimation

Relationship : CER）である。

� ライフサイクル・コスティングの深化－ライフサイクル・

コスト取得モデル（Acquisition Model）への深化１１）－

ここでは，国防総省取得マネジメント・システムと陸軍省のライフサイク

ル・コスト・モデルを紹介する。

１．国防総省取得プログラムのマネジメント・システム－『５０００モデル』－

２００３年の国防総省指針５０００．２は，国防取得制度（Defense Acquisition

System）における取得プログラムの取得予算規準を以下のように分類する。

カテゴリー�プログラム：主要国防取得プログラムであり，研究・開発・テ

ライフサイクル・コスティング制度の研究 ６１



ストおよび評価の支出総額が２０００財政年度基準で，３６５ミリオンを超過

するか，調達金額が２．１９０ビリオンを超過するプログラム。

カテゴリー�Ａプログラム：主要自動情報システムのプログラム。２０００財

政年度基準で，一年間に３２ミリオンを超過するプログラムか，ライフサ

イクル・コスト総額が，３７８ミリオンを超過するプログラム。

カテゴリー�プログラム：研究・開発・テストおよび評価の支出総額が

２０００財政年度基準で，１４０ミリオンを超過するか，調達金額が６６０ミリオ

ンを超過するプログラム。

カテゴリー�プログラム：カテゴリー�，�Ａ，�の規準を満足しない取得

プログラム。

これらのプログラム予算額は，『５０００モデル』と呼ばれる取得プログラム・

モデルに組み込まれる。このモデルのプロセスは，�利用者のニーズおよび技

術機会 �概念の洗練 �技術開発 �システム開発および実証，	製造およ

び配備 
運用および支援である。このプロセスのマイルストーンごとにプロ

グラム・マネジャーの意思決定が進行し，研究・開発コスト，投資コスト，運

用および支援コスト，処分コストなどのプログラム・ライフサイクル・コスト

予算額が見積られる。この予算額は，マイルストーン別予算額，すなわち，「期

間別の予算額」という性格のものである。マテリアル・システム別の見積りラ

イフサイクル・コストが，この『５０００モデル』において『プログラム別のラ

イフサイクル・コスト予算額』および『期間別のライフサイクル・コスト予算

額』として累計されることになる。

これらのプログラム予算額は，図９に示す『５０００モデル』と呼ばれる国防

取得マネジメント・システムに組み込まれる。このシステムにおいてライフサ

イクル・コスティングが実施される。そしてプログラム・マネジャーによる以

下の意思決定マイルストーンの手順に従ってプログラム・マネジメントが進行

する。
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消費者ニーズと技術機会

・マテリアル開発の意思決定は，取得マネジメ
ント・システムのどの段階に入るより前に行
われる。

・入り口規準は，段階に入る前に満たされる。
・完全な能力への発展的取得や単一ステップ

概念の洗練

◇概念の意思決定
技術開発

システム開発及び実証

◇デザイン準備レビュー

製造および配備
長期計画，定率生産／運用
テストおよび評価
◇フルレート製造意思決定
　レビュー

運用及び支援

A B C
プログラム
の開始 最初の運用能力 完全な運用能力

事前システム取得 システム取得 維持

ユーザーのニーズ

出所：DDD Instruction５０００．２（２００８）p.１２

図９ 『５０００モデル』国防取得マネジメント・システム

�利用者のニーズおよびテクノロジー機会 �概念の洗練

�テクノロジー開発 �システム開発および実証

�製造および配備 �運用および支援

このモデルでは，ライフサイクルの各段階がさらに明確になっている。その

ため，ライフサイクル・コスティングの深化をその機能の視点から考察でき

る。その機能として，�マテリアル・システムズ（兵器システムズ）などのラ

イフサイクル・コストの見積り計算，�システム効果性分析とトレード・オフ

分析，�プログラム予算におけるライフサイクル・コストの見積り計算 �外

部機関の会計検査院のライフサイクル・コスティングによる国防総省にたいす

るモニタリング機能などを指摘できる。マネジメントへのライフサイクル・コ

スティングの機能についてのさらなる認識が，その進化に影響を与えている。

次に，２１世紀におけるライフサイクル・コスティングの計算方法論の深化

は，陸軍省によるマテリアル・システム（兵器システム）を対象とするライフ

サイクル・コスト分析および経済性分析の視点から検討できる。
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２．陸軍省のライフサイクル・コスト分析１２）

ライフサイクル・コスティング制度においてアメリカ陸軍省が実践する「ラ

イフサイクル・コスト分析」を研究し，ライフサイクル・コスティングにおけ

る方法論の特質を明らかにする。

２．１ 陸軍省のライフサイクル・コスト概念

取得制度においてライフサイクル・コスト分析の対象になる「システムのラ

イフサイクル・コスト（LCC）は，政府が当該システムを取得し，所有するた

めのコスト総額である。LCCには，開発・取得・運用・支援コストおよび廃

棄コストなどが含まれる。契約締結，調達先の選択，デザイン代替案間での選

択などを目的とする見積り LCCは，『関連コスト』の検討に利用される。」

陸軍省のライフサイクル・コストは，国防総省の予算管理制度である戦略的

プランニング・プログラミング・予算編成および執行システム（PPBES :

Planning, Programming, Budgeting and Execution System）との関連性も考慮さ

れるので，「資金を提供する要素（Funded Elements）」という表現が使用され，

以下の種類がある。１３）

�研究・開発・試験・評価に資金提供する原価要素

�調達に資金提供する要素：主要任務用装備品とその支援物を購入する費

用。

�軍事用構築物に資金提供する要素：システムに固有の建設に関するすべて

の費用。

�軍関係者直接人件費に資金提供する要素：システムの開発・生産・配備・

運用および支援などに関係する軍関係者費用。

�運用および支援に資金提供する要素：システムの開発・生産・戦闘配置・

操作および支援にかかわる総費用。

�陸軍運転資本資金（Army Working Capital Fund）要素：戦争準備金コスト。

マテリアル・システム（兵器システム）の再供給ができるまでのシステム
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①基本原則及び
諸仮定の設定

②コスト・エレメント構造
及びワークブレークダウン
構造の開発

③データベース／
コスト見積関係式／
モデルなどの構築

④各エレメントについて
コスト見積の準備

⑤トータル・システムの
見積りのテスト

⑥文書類の作成

・合理性
・感度分析
・コスト・リスク評価

コスト見積法
・工学法 ・パラメトリック法
・類推法 ・専門家の見解

・データ／コスト見積関係式
・ライフサイクル・コストの見積り
・コスト・ドライバーズ

運用および支援に必要なコスト。

２．２ ライフサイクル・コスト分析のプロセス

そしてこれらライフサイクル・コストの分析および見積りの目的は，プログ

ラムおよびシステムに関連する諸資源要求を金額に換算し，予算要求に結合す

ることにある。実践される分析プロセスは，以下である。

この方法論の特質は，三次元のマトリクスから構成されている点にある。ま

た，マテリアル・システムを対象とするこのライフサイクル・コスト分析の結

果については，合衆国法典１０編２４３２条と２４３３条により，文書による報告が

求められる。図１０にまとめられるように，ライフサイクル・コスト分析およ

び見積りの目的は，プログラムおよびシステムに関連する諸資源要求を金額に

換算し，さらに予算要求に換算することにある。陸軍省の実践する分析プロセ

スは，以下である。

� 定義・基本原則・仮定・制約事項などの設定。

マテリアル・システムの開発担当者は，「コスト分析要求事項説明書」を

図１０ ライフサイクル・コスト分析の方法（アメリカ陸軍の資料より）

ライフサイクル・コスティング制度の研究 ６５



作成する。その分析の基盤を設定する。

� コスト要素構造および作業明細構造（Work Breakdown Structure）の

開発。

マテリアル・システムには，システム別原価要素別にコストを分類する

コスト要素構造と，製品指向型の系統図であり，エンジニアリング・デー

タを会計構造に転換する方法である作業明細構造がある。両者を組み合

せ，適切なコスト構造を構築し，二重計算を回避する。

� データベース，コスト・モデル，コスト見積関係式などの構築

コスト・技術・プログラム情報などのデータは，過去の契約業者原価報

告書と見積りデータ，政府契約書，コスト・技術データ，査定コスト調査

などの形式をとる。

� 各要素について，コスト見積りを行う。

類推コスト見積り法，パラメトリック見積り法などを使用して，各コス

ト要素を見積る。

� コスト見積り総額の検査。

使用されるコスト見積方法および重要な基本原則と仮定事項などについ

て，重要な原価要素を検査し，コスト・リスク評価と感度分析などを行い，

その合理性を検査する。

� 文書の作成。

以上のすべての段階の事項を文書化する。

２．３ マテリアル・システム（兵器システム）のライフサイクル・コスティ

ング１４）

このようなライフサイクル・コスト分析を基礎として，アメリカ陸軍のライ

フサイクル・コスティングが行われる。図１１に示す三次元のマトリクスが，

その基礎をなす構成要素を示している。マトリクスは，第１の次元の原価要素，

第２の次元の主要装備品（PME : Prime Mission Equipment），第３番目の次元
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主要ミッション装備（PME：Prime Mission Equipment） 

Ｘ

Ｚ

Ｙ

Ｘ：TIME　期間（財政年度）

コスト要素構造（CES：Cost Element 
Structure）

Cell CES　Y，PME　Z，TIME　X

WBS（Work　Breakdown
Structure）

ライフサイクル・コスト
の構造

ライフサイクル・
コストの構造

WBS PPBS

（予算制度：PPBS）

の時間などから構成されている。図１２の主要装備品マトリクスは，PMEとラ

イフサイクル・コスト総額を示す金額例である。図１３の時系列のマトリクス

は，二次元の書式で時間，原価要素および PMEを示し，すべてのデータ要求

を記入するための基盤として役立ち，会計年度の時系列に従う期間別のマトリ

コスト・エレメント構造
主要ミッション装備のブレークアウト ライフサイクル・

コスト総額PME１ PME２ PME３ PMEn

①研究・開発・試験・評価 １０ １０ １０ １０ ４０

②調達 １０ １０ １０ １０ ４０

③軍事用の構築 １０ １０ １０ １０ ４０

④軍関係者人件費 １０ １０ １０ １０ ４０

⑤運用および支援 １０ １０ １０ １０ ４０

⑥陸軍運転資本資金 １０ １０ １０ １０ ４０

総 額 ６０ ６０ ６０ ６０ ２４０

図１１ マテリアル・システム・ライフサイクル・コスティングのマトリクス・セル

図１２ 主要ミッション装備品（Prime Mission Equipment）マトリクス
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クスを示している。なお，エンジニアリング分野のライフサイクル・コスティ

ングでは，信頼性に代表される製品・システムなどの物理的特性とコストの関

係が分析されるので，PMEの分割が重要となる。

マテリアル・システムを対象とするこのライフサイクル・コスティングの結

果については，合衆国法典１０編２４３２条と２４３３条により，文書による報告が

求められる。図１４が，その様式を簡略化して示す報告書である。

コスト要素 当該年度 予算
年度１

予算
年度２

ライフサイクル・
コスト総額

１．０ 研究・開発・試験・評価

PME１ ５ ３ ３ １１

PME２ ５ ３ ３ １１

PME３ ５ ２ ２ ９

PMEn ５ ２ ２ ９

２０ １０ １０ ４０

Ⅰ プログラム取得コストと取得数量
ａ コスト

開発（研究・開発・テスト・評価）
調達
軍事用の構築
総額（次年度の金額）

ｂ 数量
Ⅱ プログラム所得単位当たりコストの要約
（次年度の金額）

プログラム取得
�コスト（次年度の総額）
�数量（総数量）
�単位当たりのコスト｛�÷�｝

Ⅲ 運用および支援コスト（マイルストーンＢとそれ以後のみ）
ａ 測定の単位当たりの平均年間コスト（マイルストーンＢで承認される要素）
ｂ 契約企業支援コスト（次年度金額）

Ⅳ コストと数量に関する情報
ａ 最初の単位当たりコスト
ｂ 数量

図１３ 期間別のマトリクス

図１４ 取得プログラムの報告書の例示
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３．陸軍省のライフサイクル・コスト経済性分析

陸軍省が実践するライフサイクル・コスト経済性分析のプロセスは，所定の

目標を達成する選択的行動方針のコストおよび便益を特定し，分析し，比較す

るシステム・アプローチであり，資源の最も効率的で効果的な使用を決定す

る。ライフサイクル・コストを基礎とする経済性分析のプロセスは，以下であ

る。１５）

�目標の設定 �仮定の構築 �制約事項の識別 �代替案の識別 �各代

替案のライフサイクル・コストの見積り �各代替案の便益の見積り �ライ

フサイクル・コストおよび便益の比較分析による現状案を含む代替案の比較

	感度分析，リスク分析，不確実性分析の実行 
分析結果および勧告案の報

告書の作成 �報告書をチェックリストにより精査し，妥当性を確認する

� ライフサイクル・コスティングの展開

－予算管理制度におけるライフサイクル・コスティング：

ライフサイクル・コスト分析機能－

ライフサイクル・コスティングの重要な機能の一つは，予算編成とその執行

目的のための見積りライフサイクル・コスト情報を提供することにあるので，

その関係は，図１４の枠組みにおいて明らかにできる。この枠組みにおける国

防総省の予算制度とライフサイクル・コスティングの関係は，７つの階層の関

係性を分析することによって明らかになるのである。

国防総省は，１９６２会計年度に予算管理制度の PPBS（Planning, Programming

and Budgeting System：戦略計画・プログラム作成・予算管理システム）を導

入した。PPBSは，１９６８会計年度には連邦政府の予算制度となり，１９７１会計

年度に，連邦政府の予算制度としては廃止された。しかし国防総省は，このシ

ステムをその後も継続した。

PPBSは，予算の執行面を含んで構築されていなかったので，プログラム実

績の評価を次の予算過程に反映するシステムとして完結していない。２００３年
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プログラムのコスト総額（取得プログラムの予算）

軍事能力の
ニーズの評価

概念の洗練
コスト

技術開発
コスト

システム開発・
実証コスト

製造・配備
コスト

運用・支援
コスト

予算活動 予算活動 予算活動 予算活動 予算活動 予算活動

政府関連機関による財政支出の承認

計算対象となるコスト要素とその計算構造

ライフサイクルコスト分析と
マテリアル・システム・ライフサイクル・コスティング

軍のレベル（PPBES：Planning，Programming，Budgeting and ExecutionSystem）
予算プログラム活動コードと作業明細構造

国防総省予算制度
（PPBS：Planning，Programming and Budgeting System）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

『プログラム
取得モデル：
5000 モデル』

に予算執行（Execution）に焦点を当てる PPBESが開発された。PPBESは，４

年間の大統領任期中の予算を対象とし，２年間の予算サイクルを持つ制度であ

る。国防総省は，偶数年のオン予算年度において２年間の予算を編成する。予

算の執行およびプログラム成果の評価は，奇数年のオフ予算年度に行われる。

PPBESのプロセスは，以下である。

� プランニング：国家安全に対する脅威の分析と脅威に備える適切な戦略

を策定する。

� プログラミング：プランニング決定，プログラミング・ガイダンスおよ

び議会へのガイダンスなどが，資源の詳細な配分へと転換される。

� 予算編成と承認：遂行されるプログラムの価格決定および全体能力の詳

細なレビューのための基礎を提供する。

図１５ アメリカ国防総省ライフサイクル・コスティング研究の枠組
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� 予算の執行と成果の精査：予算に対する実際結果と予測結果の監視と報

告。

予算の執行（Execution）機能を発展させた PPBES（Planning, Programming,

Budgeting, and Execution System）が，現在の予算管理制度として使われてい

る。国防総省は，各軍省レベルでの予算の執行段階の導入によって，予算の強

調点を割当権限から責任権限へと移行させ，プログラムの成果および結果を強

調したのである。１６）

また，PPBESは，１９９７年の政府成果および結果法（Government Performance

and Results Act : GPRA）の要求する成果予算管理（Performance Budgeting）に

も関係がある。予算額と並んで成果情報を提示する成果予算管理をすれば，プ

ログラム結果についての資金支出選択に焦点を当てることになるので，予算意

思決定を改善することにもつながる。

PPBESは４年間の大統領任期中の予算を対象とし，２年間の予算サイクル

を持つ２種類の制度を有している。まず，国防総省は，偶数年のオン予算年度

において２年間の予算を編成する。次に，予算の執行およびプログラム成果の

評価は，奇数年のオフ予算年度に行われる。２年間の予算サイクルの執行に

伴って，プログラム変更提案についての予算変更提案文書が予算編成プロセス

に導入されたのである。なお，予算年度を越える４年間のデータは，Future

Years Defense Program（FYDP）から導き出されることになっている。１７）この

PPBESプロセスにおいて前述のライフサイクル・コスト分析と経済性分析が

必要に応じて行われる。

お わ り に

本稿では，アメリカ国防総省モデルと呼ぶライフサイクル・コスティングの

進化の事実を，以下のように認識し，国防総省のライフサイクル・コスティン

グ制度を計算技法の展開を中心として研究した。
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生成 ロジスティクス・コスト・モデル（１９６５年）

形成 �ライフサイクル・コスト・モデル（LCC－１）１９７０年

�システム・コスト・モデル（LCC－３）１９７３年

発展 ライフサイクル・コスト調達モデル

�海軍省マテリアル（兵器システム）調達モデル

�国防総省プログラム・コスト・モデル

深化 国防取得マネジメント・システム－５０００モデル－

�ライフサイクル・コスト・マネジメントのフレームワーク（１９８２

年）

� 国防取得マネジメントのフレームワーク（２００３年）

� 国防取得マネジメント・システム（２００８年）

展開 予算管理制度におけるライフサイクル・コスト分析機能

しかしながら，何故，このモデルが，このような進化を遂げたのかについて

の明確な理由を提示出来ていない。進化の理由を深く掘り下げるためには，ま

ず，このモデルと調達契約制度における CASBの原価計算基準（Cost Accounting

Standards）の関係を明らかにする必要がある。今後の研究課題である。１８）

モデルの計算技法について説明を加えると，陸軍省のライフサイクル・コス

ト分析およびライフサイクル・コスティングは，マテリアル・システム（兵器

システム）を対象とするものである。本稿は，この方法論の特質が，三次元の

マトリクスから構成されている点を明らかにした。

国防総省は，この特質を持つライフサイクル・コスティングを予算制度

（PPBS）に組み込み，取得制度において見積りライフサイクル・コスト予算の

提供という機能を遂行させた。このシステムの機能を単なるライフサイクル・

コスト管理の視点で理解するだけでなく，予算権限に関するシビリアン・マネ

ジメントの視点で研究すれば，ライフサイクル・コスティング研究は，会計分

野における研究であると主張することが出来る。予算管理におけるライフサイ
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クル・コスティングの構造と機能をより明確に理解することが出来るのであ

る。また，契約企業予算管理システム（Earned Value Management）における

ライフサイクル・コスティングの機能の研究に関連づければ，民間企業の管理

会計の研究にも貢献することができる。これらが今後の研究課題である。

次に，わが国のライフサイクル・コスティング研究の系譜の一つは，テロテ

クノロジーを起点とする研究にある。本稿で議論したライフサイクル・コス

ティングは，国防総省と防衛産業との間で実践される。この型のライフサイク

ル・コスティングは，わが国においては実践されていない。最近の動きとして

は，防衛省におけるライフサイクル・コスト・マネジメントの取り組みを指摘

することができる。１９）しかしながら，取得制度におけるライフサイクル・コス

ティングという国防総省モデルへと深化させ，制度として機能させるには，ま

だ多くの課題が存在する。今後の研究と展開が期待される。

そして「ライフサイクル・コスティング」の名称から「ライフサイクル」が

分離し，ライフサイクル思考（Life Cycle Thinking）といえるものが展開され

ている。管理会計における環境ライフサイクル・コスティングとか社会ライフ

サイクル・コスティングなどの研究が，この分野に含まれる。この点も今後の

研究課題である。２０）
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